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パターン 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年
推計①
推計②
推計③ 1.15 1.55 1.80 2.10 3.20 3.20 3.20 3.20 3.20 3.20

2.10 2.10 2.10 2.101.15 1.29 1.55 1.80 1.95 2.10

吉野町の将来展望 

（１）本町における人口推計と人口置換水準の検討 

以下は社人研推計と 3パターンの推計結果を示したものです。推計①は本町の

1980 年以降の転入・転出実績において、もっとも転出が抑制された期間の移動率

を用いています。推計②および③については、2020 年で転入・転出数が均衡し、

2040 年にはそれぞれのコーホート（例えば、男性 10～14 歳の階層など男女別・5

歳別の集団のこと）の移動率が＋2.0％程度（たとえば、男性 10～14 歳では 5年間

で 1人の転入超過）になった場合を想定した推計となっています。 

 

 

また、推計①と推計②では、同じ合計特殊出生率を使用しており、2020 年に県

平均程度、2030 年には国の合計特殊出生率の目標値である 1.8 程度、2040 年には

吉野町民アンケート結果を用い算出した希望出生 2.1 程度にまで上昇した場合と

なっています。 

 

 

 

推計②の移動率まで向上しても吉野町の人口減少は止まらず、推計③のように、

合計特殊出生率が 3.2 程度まで上がらなければ、人口は維持できないことがわかり

ます。 

 

 

社人研 

推計① 

推計② 

推計③ 

【合計特殊出生率 単位：％】 
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すなわち、国では 2.07 程度の合計特殊出生率が人口置換水準（人口が減少せず

に維持すること）と言われていますが、吉野町の人口構成においては、転出をいく

ら抑制したとしても、合計特殊出生率が 3.2 程度まで上がらないと、人口が維持で

きないということを示しています。 

 

 【参考：推計パターン別移動率】 

  ◆男性移動率 

 

  ◆女性移動率 
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（２）本町人口の将来展望 

先に示した人口推計の結果を踏まえ、今後の施策展開および今後のまちづくりの

方向を総合的に勘案し、推計①を本町の目標人口とします。具体的に以下のような

考え方をもとに目標人口を設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標人口の考え方 

・目標人口：2020年に 7,000人程度の維持を目指す。その後は、2040年目標人口 4,500人を下回

らないよう、政策誘導を行う。 

○若者の流出を抑制するとともに U ターンを促す。町内での新規雇用の創出 5人／年を目指す。 

○転入者を増加させるとともに、転出を抑制させる（近接地域への通勤を奨励する）。現状と比較

し、＋10世帯／年を目指す（ベッドタウン化の推進）。 

○有配偶率が低い状況を改善するため、20 代での結婚を促し、町民の希望出生率に早期に近づ

ける。 
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【目標人口の推計結果】 
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（３）目標人口到達に向けた今後の方向性 

   国立社会保障人口問題研究所の推計のとおり、合計特殊出生率 0.92～0.96 程度 

で推移すると、現在の年間約 25～30 人の出生数が、2040 年（H52 年）には 10 人程 

度まで減少します。 

今後、吉野町を維持していく上で子どもの人数を一定数確保することは避けら 

れないことから、合計特殊出生率は 2020 年に 1.29、2030 年に 1.80 程度、その後 

吉野町民の希望出生数である 2.10 に近づけるように、子育て支援・人口誘導策を 

進めていくことにより、長期に渡りほぼ現状の 30 人前後の出生数を維持すること 

ができます。 

  

【0～4 歳の人口推移（合計特殊出生率仮定値による）】 

 

 

 
 

   

 

 

 

政策誘導 
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目標人口に到達するためには、生産年齢人口を中心とした Uターン促進、転出の抑 

制、転入者増加策によって社会減の減少幅を抑制していく必要があります。具体的に 

は、社人研の推計より、1年間で 10 人から 15人程度の転入増加（転出抑制）を図る 

ことにより、2040 年時点で人口 4,500 人以上を維持することができます。 

また、生産年齢人口の中でも特に 30 歳台を中心とした Uターン促進、転出抑制、 

転入者増加策による流出超過数の抑制を進める必要があります。 

 

【社会増減の推移（人口移動率補正）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015年
H27

2020年
H32

2025年
H37

2030年
H42

2035年
H47

2040年
H52

社会増減 △ 331 △ 246 △ 205 △ 176 △ 147 △ 113

1年平均 △ 66 △ 49 △ 41 △ 35 △ 29 △ 23

社会増減 △ 285 △ 199 △ 115 △ 101 △ 93 △ 84

1年平均 △ 57 △ 40 △ 23 △ 20 △ 19 △ 17

46 93 183 258 312 341

社人研推計

目標人口

社人研推計からの
累計増加人口

政策誘導 


